様式第１号（第３条関係）
令和　　年　　月　　日

　鳥取県知事　平井　伸治　様

法人名（団体名）：

所在地：

代表者職氏名：　　　　　　　　　　　印
再エネ無料診断・鳥取スタイルＰＰＡ推進課題把握事業補助金事業計画（実績報告）書
	（ふりがな）

法人（団体）名称
	（　　　　　　　　）



	所在地
	（〒　　　　　　　）



	設立年月日
	西暦　　　　年　　月　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　円

	直近の売上高
	円（　　　年　　月期実績）

	直近の当期純利益
	円（　　　年　　月期実績）

	代表者
	役職　　　　　　　　氏名

	従業員数
	名（うち、正規雇用者　　　　　　名）

	担当者連絡先
	担当者所属　　　　　　　　役職　　　　　　氏名

電話番号：

ＦＡＸ：

電子メール：

	事業（活動）内容

（本補助金で実施する事業に関連するもの）

	

	事業（活動）の実績等
（本補助金で実施する事業に関連するもの）

	


※記載枠は必要に応じ広げて使用してください。また、「別添のとおり」として別紙を添付しても構いません。

※「正規雇用者」は、パート、アルバイト、契約社員、派遣社員を除いた者を記載してください。
※補助金申請する際の添付書類（事業計画提出時は必須ではありません）
・第３条第２項の規定による通知の写し
・事業主体となる事業者・団体の規約、役員名簿等
・その他知事が必要と認める書類（県内事業所に従業員等が常駐していることを証する資料など）
※実績報告の際には、積算根拠が分かる証憑書類、写真･報告書等の事業の実施状況が確認できる資料

１　事業実施計画（実績報告）
※記載枠は必要に応じ広げて使用してください。また、「別添のとおり」として別紙を添付しても構いません。

（１） 全体概要
	（記載例：審査項目に応じて以下のような内容を記載してください）
①事業実施体制（事業者名と役割、その他に事業実績、技術者数、支店数等事業実施能力があることをアピールすること）
②対象家庭の選定手法や選定条件の考え方（想定している選定条件や手法を記載）

③点検実施内容

④課題調査の手法

⑤事業ＰＲの手法、募集方法（公平で効果的な手法であること）

⑥対象家庭のメリット（適切なメリットが提案されていること）



（２） 事業実施を予定する（事業を実施した）地域（市町村）
	


※すべての市町村で実施する必要はありません。また、市町村内の一部地域で実施する場合はその地域がわかるように記載して下さい。

（３） 個別事業概要
※個別事業概要は、補助を希望する件数・金額を記載した上でその根拠と審査項目に関し（１）で説明できなかったアピールポイントがあれば記載して下さい。
	無料診断
	
	件
	
	円

	


	診断家庭募集
	
	円

	


	課題把握に係るヒアリング調査・分析等
	
	件
	
	円

	


（４）事業経費の配分
	項　目
	内　容
	補助対象経費
	負担区分

	
	
	
	県補助金
	市町村補助金
	その他

	
	
	円

	
	円

	円


	合　計
	
	
	
	
	


（５）他の補助金活用、県外発注理由
	本補助金以外の県からの補助金等の助成の有無
	□　無　　　□　有　
※「有」の場合は活用する補助金やその事業内容、当該補助金の問合先を記載すること。

	
	

	県内事業者への発注が困難である理由
	※止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難であるとあらかじめ分かっている場合に記載

	


（６）実施スケジュール
※事前準備から補助事業完了・実績報告までの事業スケジュールを記載して下さい。
※補助金交付決定前に契約手続きまで進めた場合は補助金の対象外となりますので注意してください。

	


（７）事業完了後（次年度以降）の事業構想

※事業構想は、審査対象ですが、実施の確約を要求するものではありません。
	（記載例：現時点での事業構想について以下のような内容を可能な範囲で記載してください）
補助事業完了後の活用方針・提案等（事業者自身の事業結果を活用する計画・県等への活用提案等）




